
れ
か
ら
の
経
済
協
力
は
ど
う
あ
る

べ
き
か
―
。２
０
１
１
年
10
月
に
内

閣
府
が
実
施
し
た
調
査
※
に
よ
る
と
、「
積

極
的
に
進
め
る
べ
き
だ
」（
27
・
４
％
）、「
現

在
程
度
で
よ
い
」（
47
・
４
％
）と
い
う
結
果

と
な
り
、経
済
協
力（
Ｏ
Ｄ
Ａ
：
政
府
開

発
援
助
）の
意
義
に
つ
い
て
一
定
の
理
解
を

示
し
て
い
る
人
が
全
体
の
約
８
割
を
占
め

る
こ
と
が
分
か
っ
た
。

　「
積
極
的
に
進
め
る
べ
き
だ
」と
回
答
し

た
人
の
う
ち
、約
６
割
が
そ
の
理
由
と
し

て「
東
日
本
大
震
災
に
際
し
て
得
ら
れ
た

各
国
か
ら
の
支
援
に
応
え
る
た
め
」を
挙

げ
た
。Ｏ
Ｄ
Ａ
は
途
上
国
の
貧
困
問
題
の

解
決
や
開
発
を
支
援
す
る
た
め
だ
け
で
な

く
、日
本
の
安
全
や
繁
栄
を
確
保
す
る
上

で
も
不
可
欠
で
あ
り
、日
本
と
途
上
国
は

Ｏ
Ｄ
Ａ
を
通
じ
て
互
い
に
支
え
合
う
関
係

に
あ
る
。
震
災
を
通
し
、私
た
ち
日
本
人

の
生
活
が
世
界
の
人
々
の
支
え
に
よ
っ
て

成
り
立
っ
て
い
る
こ
と
が
実
感
さ
れ
た
。

さ
ら
に
注
目
し
た
い
の
が
、「
日
本
企
業

の
海
外
進
出
を
含
め
、日
本
経
済
の
成
長

に
資
す
る
か
ら
」と
約
４
割
の
人
が
答
え

て
い
る
点
。
そ
う
、日
本
の
Ｏ
Ｄ
Ａ
は
、地

方
の
中
小
企
業
を
含
め
た
日
本
産
業
界

に
と
っ
て
ビ
ジ
ネ
ス
の
機
会
と
も
な
り
得

る
。Ｏ
Ｄ
Ａ
は〝
日
本
の
経
済
発
展
に
貢
献

す
る
〞と
い
う
役
割
も
あ
る
の
だ
。

そ
う
し
た
背
景
か
ら
外
務
省
は
２
０
１

１
年
11
月
、Ｏ
Ｄ
Ａ
の
理
解
促
進
を
図
る

た
め
、国
際
協
力
局
の
幹
部
職
員
を
全
国

各
地
に
派
遣
す
る「
Ｏ
Ｄ
Ａ
広
報
国
内
行

脚
」を
ス
タ
ー
ト
。「
な
ぜ
Ｏ
Ｄ
Ａ
は
必
要

な
の
か
」「
地
元
の
ビ
ジ
ネ
ス
に
Ｏ
Ｄ
Ａ
が

ど
う
役
立
つ
の
か
」な
ど
に
つ
い
て
講
演
や

意
見
交
換
を
行
っ
て
い
る
。

初
回
は
11
月
22
日
に
福
岡
県
北
九
州
市

こ

ODAで
地方を活性化！？

 COP17

広報

で
地
元
の
企
業
関
係
者
と
の
懇
談
会
を

開
催
。
公
害
克
服
の
経
験
を
生
か
し
環
境

分
野
の
国
際
協
力
や
資
源
循
環
型
社
会

に
積
極
的
な
同
市
は
、官
民
で
環
境
技
術

や
水
ビ
ジ
ネ
ス
の
海
外
展
開
に
取
り
組
ん

で
お
り
、Ｏ
Ｄ
Ａ
へ
の
関
心
も
高
い
。
会
に

出
席
し
た
外
務
省
国
際
協
力
局
の
和
田

充
広
参
事
官
は「
地
方
に
と
っ
て
も
有
益

な
Ｏ
Ｄ
Ａ
を
展
開
で
き
る
よ
う
、地
元
の

方
々
の
意
見
を
聞
き
な
が
ら
成
功
例
を
つ

く
っ
て
い
き
た
い
」な
ど
と
話
し
た
。

11
月
25
日
に
は
沖
縄
県
経
営
者
協
会

主
催
の「
海
外
ビ
ジ
ネ
ス
展
開
を
考
え
る

特
別
講
演
会
」が
那
覇
市
で
開
か
れ
、国

際
協
力
局
の
越
川
和
彦
局
長
が
講
演
。同

県
で
は
、49
の
島
か
ら
な
る
県
の
特
性
を

生
か
し
、宮
古
島
市
に
よ
る
水
道
事
業
の

支
援
が
フ
ィ
ジ
ー
、サ
モ
ア
、ト
ン
ガ
で
行
わ

れ
て
い
る
ほ
か
、今
後
、太
平
洋
諸
国
で
の

年
末
に
南
ア
フ
リ
カ
共
和
国
・
ダ

ー
バ
ン
で
開
か
れ
た
「
国
連
気
候
変

動
枠
組
条
約
第
17
回
締
約
国
会
議
（
Ｃ
Ｏ

Ｐ
17
）」。１
日
半
の
会
期
延
長
に
よ
る
議
論

の
末
、
す
べ
て
の
国
が
参
加
す
る
新
た
な
法

的
枠
組
み
の
構
築
に
向
け
た
道
筋
が
明
確

に
示
さ
れ
る
な
ど
、
大
き
な
成
果
が
得
ら
れ

た
。日
本
は
、
東
日
本
大
震
災
の
発
生
で
国

難
に
立
ち
向
か
い
な
が
ら
も
、
気
候
変
動
対

策
に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
く
こ
と
を
表

明
す
る
と
と
も
に
、
新
た
な
枠
組
み
の
構
築

に
向
け
作
業
部
会
の
設
置
を
提
案
す
る
な

ど
、
議
論
に
積
極
的
に
貢
献
。ま
た
、
開
発

途
上
国
の
経
済
発
展
に
伴
い
世
界
全
体
の

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
に
占
め
る
途
上
国

の
割
合
が
増
加
し
て
い
る
こ
と
な
ど
か
ら
、

す
べ
て
の
主
要
国
が
参
加
す
る
公
平
か
つ

実
効
的
な
一
つ
の
法
的
拘
束
力
の
あ
る
国

際
枠
組
み
の
構
築
が
重
要
だ
と
し
、
京
都

議
定
書
の
第
二
約
束
期
間
に
は
参
加
し
な

い
立
場
を
示
し
た
。

さ
ら
に
、
気
候
変
動
問
題
の
〝
真
の
解

決
〞
に
は
、
こ
の
よ
う
な
包
括
的
国
際
枠
組

の
構
築
に
加
え
、
先
進
国
の
み
な
ら
ず
、
途

上
国
も
排
出
削
減
と
経
済
成
長
を
両
立
さ

せ
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
と
し
、
独
自

の
イ
ニ
シ
ア
チ
ブ
「
世
界
低
炭
素
成
長
ビ
ジ

ョ
ン
―
日
本
の
提
言
」
を
発
表
し
た
。同
ビ

ジ
ョ
ン
で
は
、
太
陽
電
池
の
低
コ
ス
ト
・
効

率
化
な
ど「
先
進
国
間
の
連
携
」で
技
術
革

新
を
進
め
て
い
く
こ
と
や
、「
途
上
国
と
連

携
」
し
先
進
国
の
低
炭
素
技
術
・
製
品
を

速
や
か
に
普
及
さ
せ
る
仕
組
み
を
官
民
一
体

で
構
築
す
る
こ
と
、
さ
ら
に
は
ア
フ
リ
カ
や

後
発
開
発
途
上
国
、
小
島
し
ょ
国
な
ど
脆

弱
国
を
中
心
と
し
た「
途
上
国
支
援
」を
引

き
続
き
行
っ
て
い
く
こ
と
な
ど
が
盛
り
込
ま

れ
て
い
る
。

経
済
成
長
と
環
境
の
両
立
。日
本
は
先
進

国
の
責
務
と
し
て
日
本
の
強
み
で
あ
る
環
境

技
術
を
活
用
し
な
が
ら
、世
界
全
体
で「
低
炭

素
成
長
」の
実
現
に
取
り
組
ん
で
い
く
。

昨

環
境
や
水
関
連
の
ビ
ジ
ネ
ス
展
開
を
目
指

す「
水
ビ
ジ
ネ
ス
検
討
会
」を
設
置
す
る

な
ど
、地
元
ビ
ジ
ネ
ス
の
海
外
展
開
に
積

極
的
だ
。
同
講
演
会
で
越
川
局
長
は「
官

民
連
携
を
促
進
し
て
お
り
、地
元
企
業
の

ビ
ジ
ネ
ス
展
開
に
も
積
極
的
に
Ｏ
Ｄ
Ａ
を

活
用
し
て
い
た
だ
き
た
い
」と
訴
え
た
。

Ｏ
Ｄ
Ａ
の
情
報
自
体
が
地
方
に
な
か
な

か
伝
わ
り
づ
ら
い
現
状
の
中
、Ｏ
Ｄ
Ａ
が
地

方
の
経
済
・
産
業
活
性
化
に
つ
な
が
る
こ

と
に
つ
い
て
は
ほ
と
ん
ど
知
ら
れ
て
い
な

い
。
外
務
省
国
際
協
力
局
は
、「
ま
ず
は
知

っ
て
も
ら
う
こ
と
が
不
可
欠
。
県
ま
た
は

市
町
村
の
産
業
振
興
担
当
課
や
地
元
商

工
会
議
所
の
関
係
者
と
議
論
す
る
機
会

を
こ
れ
か
ら
も
増
や
し
て
い
き
た
い
」と
、

今
後
も
積
極
的
に
幹
部
職
員
が
地
方
へ
足

を
運
ぶ
計
画
だ
。
次
回
は
２
月
に
大
阪
、

新
潟
で
開
催
さ
れ
る
予
定
。

民主化
「ＯＤＡ広報国内行脚」

薬品を使わずに水をろ過する“宮古島式”の浄水方法を、JICA草
の技術協力事業を通じてフィジーやサモアなどの島しょ国に伝え
る沖縄県宮古島市

「世界低炭素成長ビジョン－日本の提言」

気候変動問題
日本が提案した解決策とは？

「日・ミャンマー経済協力政策協議」

ミャンマーの民主化を
ODAで支援する！

「ここが知りたい」
国際協力に関係する
いろんなトピックを
分かりやすく解説します！

２

■世界のエネルギー起源ＣＯ2の排出量の見通し

出典：外務省ＨＰ（ＣＯＰ17に向けて：よくある質問）

昨年10月、来日したミャンマーのワナ・マウン・ルイン外務大臣
と両国の関係や民主化問題について会談した玄葉外務大臣

■日本が経済協力を進める理由

2011年11月28日～12月11日、南アフリカ共和国のダーバ
ンで開かれたCOP17。日本は「世界低炭素成長ビジョン－日
本の提言」を発表  ©UN Photo/UNFCCC/Jan Golinski

と
を
受
け
て
開
催
さ
れ
た
も
の
。

ミ
ャ
ン
マ
ー
新
政
権
の
開
発
政
策
、優
先

課
題
に
加
え
て
、ミ
ャ
ン
マ
ー
に
対
す
る
日

本
の
経
済
協
力
方
針
の
下
で
ど
の
よ
う
な

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
が
可
能
で
あ
る
か
な

ど
、ミ
ャ
ン
マ
ー
の
持
続
的
な
経
済
発
展
を

視
野
に
入
れ
た
日
本
の
援
助
政
策
に
つ
い
て

幅
広
く
議
論
さ
れ
た
。そ
の
結
果
、両
国
は

今
後
さ
ら
に
連
携
の
強
化
を
図
っ
て
い
く
こ

と
で
一
致
。日
本
と
し
て
は
、地
政
学
的
に

重
要
な
位
置
に
あ
る
ミ
ャ
ン
マ
ー
と
の
関
係

を
重
視
し
て
お
り
、同
国
が
民
主
的
で
市
場

経
済
に
立
脚
し
、社
会
的
に
安
定
し
た
国

と
な
る
よ
う
、民
主
化
や
人
権
問
題
の
改

善
を
見
守
り
つ
つ
、経
済
協
力
を
実
施
し
て

い
く
考
え
。そ
の
中
で
当
面
は
、ミ
ャ
ン
マ
ー

国
民
が
直
接
恩
恵
を
受
け
る
基
礎
生
活
分

野
を
中
心
と
し
た
支
援
を
行
っ
て
い
く
予

定
。

０
１
０
年
11
月
の
総
選
挙
、ア
ウ
ン・

サ
ン
・
ス
ー
・
チ
ー
女
史
の
自
宅
軟

禁
措
置
の
解
除
を
経
て
、２
０
１
１
年
３
月

に
軍
政
か
ら
民
政
へ
移
管
し
た
ミ
ャ
ン
マ
ー
。

５
月
に
は
政
治
犯
約
50
人
が
釈
放
さ
れ
た
。

こ
う
し
た
民
主
化
へ
の
前
向
き
な
一
歩

を
受
け
、日
本
と
ミ
ャ
ン
マ
ー
は
２
０
１
１
年

11
月
28
日
、首
都
ネ
ー
ピ
ー
ド
ー
で「
日
・
ミ

ャ
ン
マ
ー
経
済
協
力
政
策
協
議
」を
開
催
。

日
本
か
ら
は
、石
兼
公
博
・
外
務
省
南
部
ア

ジ
ア
部
審
議
官
ら
が
出
席
し
、ミ
ャ
ン
マ
ー

の
ミ
ャ
・
ミ
ャ
・
ソ
ー
国
家
計
画
・
経
済
開

発
庁
対
外
経
済
関
係
局
長
ら
関
係
省
庁
の

局
長
・
次
官
と
会
談
を
行
っ
た
。

こ
の
政
策
協
議
は
、２
０
１
１
年
11
月
18

日
の
首
脳
会
談（
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
）、10
月
21

日
の
外
相
会
談（
東
京
）で
、そ
れ
ぞ
れ
野

田
佳
彦
内
閣
総
理
大
臣
、玄
葉
光
一
郎
外

務
大
臣
か
ら
ミ
ャ
ン
マ
ー
側
に
提
案
し
た
こ

面積 ： 68万㎢
人口 ： 5,322万人
首都 ： ネーピードー
民族 ： ビルマ族（約70％）、
        その他多くの少数民族
言語 ： ミャンマー語
宗教 ： 仏教（90％）、キリスト教、回教など
主要産業 ： 農業
一人当たりGDP（国民総生産） ： 462ドル（2008年）
経済成長率 ： 7.9％（2009年）

ミャンマー概要
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途上国による排出量増大
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（日本のこれからの経済協力について「積極的に進めるべきだ」と答えた者に、複数回答）
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東日本大震災に際して得られた各国からの支援
に応えるためにも引き続き協力すべきだから

経済協力は日本の外交政策を進める上での重要
な手段だから

開発途上国の環境問題などの解決のため、日本
の技術と経験を生かすべきだから

開発途上国の政治的安定と経済的発展なしに日
本の経済的発展はないから

開発途上国に対する経済援助はエネルギー資源
などの安定供給の確保に資するから

日本企業の海外進出を含め、日本経済の成長に
資するから

先進国として開発途上国を助けるのは人道上の
義務だから

開発途上国の安定に貢献し、世界の平和に役立
つから

世界有数の経済大国である日本には、累積債務等
に苦しむ開発途上国を助ける国際的責任があるから

日本だけが経済協力をやらないと国際的に孤立し
てしまうから

中国など新興国の開発途上国への進出が著しく、
日本の存在感を確保する必要があるから

その他

特に理由はない

わからない

60.8

今回調査
平成22年10月調査

※正式名称は「外交に関する世論調査」。詳細は内閣府のホームページ
（http://www8.cao.go.jp/survey/h23/h23-gaiko/）へ。
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